
第??条（年次有給休暇－個別管理）
１　会社は、従業員に対し、雇入れの日を起算日とし、労働基準法第39条の規定に従い、勤続年数に応じて以下の区分により年次有給休暇を与える。ただし、年次有給休暇を付与される者は、前年度（初年度の初日に付与される年次有給休暇については付与日前６ヵ月）の全労働日の８割以上出勤した者に限る。なお、本条において年度とは入社後６ヵ月経過日から１年毎に区分した期間をいう。
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	年次有給休暇付与日数
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２　従業員は、前項に定める年次有給休暇を申請する場合、指定する最初の休暇日の２日前までに、会社に対し、書面により届け出なければならない。
３　会社は、従業員が具体的時期を指定して請求した場合には、指定された日に年次有給休暇を付与する。ただし、指定された日に年次有給休暇を付与することが事業の正常な運営を妨げる場合においては、他の時季にこれを付与することができる。
４　会社は、従業員が取得する休暇日数及び継続・分割の別を明らかにして、季節又はこれに相当する３ヵ月程度の期間（以下「季節」という）を指定して請求した場合には、指定された季節の中で特定した具体的休暇日に年次有給休暇を付与する。
５　会社は、当該事業場に従業員の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、従業員の過半数で組織する労働組合がない場合においては従業員の過半数を代表する者と、労働基準法第３９条６項に基づき労使協定を締結し、本条に定める年次有給休暇のうち５日を超える部分については、その労使協定の定めるところにより計画的に付与するものとする。
６　年次有給休暇の有効期間は、第１項に基づく発生日から２年間とする。
７　無許可欠勤に対する年次有給休暇の振り替えは原則として認めない。
８　会社は労働基準法第３９条７項、同条８項に基づいて、従業員に対し、時期を指定して有給休暇を付与することがある。
９　会社が労働基準法３９条７項、同条８項により時季を指定して有給休暇を付与する場合は、事前に対象となる従業員の意見を聴くものとするが、会社と従業員の有給休暇の希望時季が異なっていたとしても、会社が時季を指定して有給休暇を付与することがある。
[bookmark: _GoBack]10　本条に定める有給休暇は、いずれも発生日から２年を経過していないものでかつ発生日が新しいものから順に付与するものとする。
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